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事実の概要

　原告であるＸは、玩具、自動販売機の製造、販
売、輸出入等を目的とする株式会社であり、4社
の子会社（以下、Ｘグループ会社）をもつ持株会
社である。Ｘは、被告であるＹ（監査法人）との
間で、平成 26 年 6 月にＸ及びＸグループ会社の
内部統制の有効性評価、及びＸの株式評価を行う
ことを内容とする準委任契約（本件契約）を結ん
だ。本件契約は、財務諸表を対象とする監査意見
を表明することを請け負う契約（監査契約）では
ない。本件契約にあたり、当初Ｘから自社の不正
調査の依頼を要望されたものの、Ｙは不正発見の
調査は引き受けられないと断り、その代わりに本
件契約内容を提案したという経緯があった。Ｙは、
7月中旬から 8月上旬にかけ、Ｙの会計士 6名が
Ｘグループ会社の調査業務を行い、その結果とし
て「内部統制の有効性評価と改善点」と題する書
面（本件報告書）及び企業評価算定書（本件算定
書）を作成・交付した。まず、内部統制の有効性
評価については、「ウォークスルー」の手法により、
特に販売業務管理、購買業務管理及びそれらに関
連して財務関係の管理状況の確認を行った。この
手法は「売上げ及び購買（仕入れ）の主要取引に
ついて、各子会社において例えば、売上げであれ
ば、注文（受注）から現預金として回収するまで
の 1つの取引を追いながら、内部統制手続を調査
確認する手法である。即ち、誤謬や不正取引が起
きにくい調査確認体制となっているかを確認する
作業である」旨の記載が本件報告書にある。その

上で、預金の残高確認については「ほぼグループ
会社全件銀行口座に対し」、直接残高確認を実施
した旨が記載されているが、取引先の金融機関に
残高確認を実施したものの複数の回収不能があっ
た旨が記載され、また預金通帳残高と金融機関の
残高についても一部不整合が生じており、特に頻
度の多い銀行預金口座には月次で整合性を確認す
る手続を構築すべき旨、及び管理部のマンパワー
の不足等について改善点を指摘していた。次に、
本件算定書については、Ｘの株式評価を行うこと
を目的として、Ｘ及びＸグループ会社の平成 26
年 6 月 30 日における合計残高試算表、売上債権
仕入債務、銀行残高を「直接確認の手続きを行い」
主要勘定明細書等の内容を検討した。その評価手
法は、インカムアプローチを採用し、資産評価に
ついては、Ｘ及びＸグループ会社の不動産、及び
Ｘグループ会社の株式等の評価が業務の中心であ
り、本件算定書の結論は、信頼性の保証や意見表
明とは関係がないという趣旨の記載、及びＹが勘
定明細等の入手した資料は、正確かつ完全なもの
であると仮定している旨の記載があった。
　もっとも、Ｙは、本件契約に係る委任事務の履
行にあたり、複数の預金口座の預貯金残高の確認
を、Ｘグループ会社から各銀行に残高証明の発行
を依頼し、その照会結果をＹが直接郵送で受け取
る方式をとっていたが、そのうちの 1行である
ゆうちょ銀行については、平成 26 年当時は同様
の方法を用いることができなかったため、Ｘグ
ループ会社の 1つのＢ社名義のゆうちょ銀行預
金口座（以下、「本件口座」という。）の残高確認の
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際には、Ｙはゆうちょ銀行に対する直接確認の方
法ではなく、Ｘから提出されたゆうちょ銀行の通
帳の写しによって、会計帳簿と預金残高の一致を
確認したが、この通帳の写しは偽造されたもので
あった。その後、平成 28 年 1 月頃、Ｘ及びＸグ
ループ会社から、Ｘの従業員であるＡによる数年
間に渡る横領行為の事実が発覚した。Ａは、平成
26 年頃、Ｘの経理課に所属し、平成 23 年から
26 年までＢ社の監査役であり、Ｘ及びＸグルー
プ会社の経理を任され、平成 26 年頃、Ｘ及びＸ
グループ会社の代表印及び銀行印をすべて保管し
ており、上記、通帳の写しはＡによって偽造され
たものであった。そこで、Ｘは、Ｙが上記の直接
確認を怠ったため、Ａの行った横領行為を覚知す
ることができず、その後も横領行為が続いたとし
て、Ｙに対して債務不履行に基づく損害賠償請求
権に基づき、本件報告書の交付日以降の横領被害
額等（4976 万 1600 円と遅延損害金）の支払いを求
めた。

判決の要旨

　１　本件契約に係る委任事務の内容について
　「本件契約に係る委任事務は、被告が、原告及
び原告グループ会社の内部統制の有効性評価及び
原告の株式評価を行うことを内容とするもので
あったと認められる。」

　２　内部統制の有効性評価に伴う義務
　「一方、原告グループ会社の預貯金残高情報は、
当該会社の財務状態を示す情報として重要であ
る。しかし、内部統制の有効性評価という観点か
らすると、収集した情報・資料を基に、実際の預
貯金残高と帳簿残高の不一致が生じ得る仕組に
なっていないかを検証すれば足りるものというべ
きであるから、収集資料の正確性に具体的な疑義
が生じているような状況でない限り、当該収集資
料の作成に偽装、不正が介在しないことの検証
までは求められていないものと解すべきである。
……そうすると、本件契約当時、原告及び原告グ
ループ会社において、不正な経理処理がされたと
の具体的な疑義は生じていなかったから、内部統
制の有効性評価に当たり、預貯金残高情報に関し、
被告が自ら金融機関発行の残高証明書又は通帳の
原本を入手して検証する方法だけでなく、原告か

ら提供された写しを基に検証する方法も許される
ものと解すべきである。……したがって、原告及
び原告グループ会社の内部統制の有効性評価を行
うに当たり、被告が本件口座の残高証明書又は通
帳の原本を確認すべき義務を負うものと認めるこ
とはできない。」

　３　企業価値評価に伴う義務
　「……評価対象会社の会計情報が正確であれば、
算定した評価額の信頼性が高まるという関係にあ
る。しかしながら、数か月という比較的短期間の
うちに結論を示すべき企業価値算定において、会
計情報の信頼性の検証は算定目的の本質部分では
なく、しかもそれ自体財務諸表監査として企業価
値算定に比べて長期の作業時間及び多額の費用を
伴う依頼内容となり得るものであるから、別段の
合意がない限り、評価対象会社から入手した資料
に信頼性があると仮定して算定すれば足りるもの
と解すべきである。……したがって、原告の企業
価値算定に当たり、被告が本件口座の残高証明書
又は通帳の原本を確認すべき義務を負うものと認
めることはできない。」

　４　専門業務に関する監査法人の義務
　「監査法人が受任した業務を遂行するに当たり、
調査対象会社の金融機関口座の残高証明書又は通
帳の原本確認義務を負うかどうかは、当該合意の
内容や目的次第であるから、Ｘが指摘するような
Ｙが監査法人として負う一般義務から上記の原本
確認義務を導くことは困難である。」

判例の解説

　一　本件の意義と従来の判例等
　本件は、財務諸表を対象として、被告が監査意
見を表明することを引き受ける契約（いわゆる監
査契約）ではなく、公認会計士法 2条 2項に基づ
く監査証明以外の業務を内容とするいわゆる「二
項業務」の準委任契約の履行につき、公認会計士
が果たす注意義務の内容が問われた事例である。
職業的会計専門家である公認会計士の受任業務に
求められる注意義務の内容は、合意された契約の
目的及び内容の合理的解釈から導かれるものであ
り、本判決は、この点につき、内部統制の有効性
評価及び企業価値算定を契約内容とすることを認
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定した上で、銀行預金残高の原本確認義務が認め
られるための判断基準を示した点に意義がある。
争点となっているのは、①銀行預金残高確認につ
き原本確認義務があったか、②提出された報告書
の記載に間違いがなかったか、③過失相殺の可否
であるが、本稿では、①の争点に絞って検討する。
　従来、公認会計士の民事責任が問題とされた裁
判例は、本件とは異なり、法定監査または任意監
査において不正・誤謬の見落としを理由とする
債務不履行責任を問われた事例がほとんどであ
る。こうした裁判例の嚆矢となったコッパーズ
事件においても、原審（東京地判平 3・3・19 判時
1381 号 116 頁）と控訴審（東京高判平 7・9・28 判
タ 921 号 203 頁、判時 1552 号 128 頁）の判断は分
かれ、本件との関連でいえば、原審では監査人に
よる銀行預金残高の原本確認義務違反が認められ
たものの、控訴審では「監査契約に『不正発見目
的』『不正発見に重点を置く』との特約がない限
り、外部監査人は内部統制組織が不備な部分に不
正のないことを調べる監査手続を行う必要がな
い」として、かかる注意義務は否定された。もっ
とも、その後、凸版印刷労働組合事件（東京地判
平 15・4・14 判時 1826 号 97 頁１））では、「公認会
計士が計算書類の監査を行うにあたっては、計算
書類の適正性・適法性を確かめる前提として、不
正・誤謬があり得ることを念頭に置いて監査を行
う必要があることを考えると、『預金の実在性』
という監査要点については、特段の事情がない限
り、少なくとも預金先に対し直接預金残高を確認
するか又は預金通帳の原本を実査することは通常
実施すべき監査手続として要求されており、この
ような監査手続を実施することが監査契約上の注
意義務の内容をなしているというべきである」と
判示された。この判断は、その後の山一証券事
件（大阪地判平 18・3・20 判時 1951 号 129 頁）、東
京文化学園大学事件（仙台高判平 22・3・12LEX/
DB25470125）の判断にも踏襲されており、こう
した裁判例に鑑みれば、特段の合意がない限り、
一般的な監査業務において、直接、銀行預貯金の
残高確認を行うことは、監査人の注意義務の内容
として評価できよう２）。さらに、度重なる企業不
祥事における公認会計士による監査への不信が渦
巻くなか、監査を巡る状況は大きく変化してきて
いる。2002 年には不正リスクに対する監査の在
り方の国際的な議論の動向を踏まえ、監査基準の

改正と共に「不正リスク対応の実施基準」が制定
され３）、監査業務の過程において、監査人の不正
発見に向き合う姿勢がより厳しく問われるよう
になっている４）。さらに昨今では、職業的会計専
門家たる公認会計士の業務も多岐に渡り、IPO や
M&A の前準備として企業価値算定を請け負う業
務も増加しており、関わる業務の品質が以前にも
増して問われている。本件では、こうした裁判例
や監査基準等の発展が、監査証明を内容としない
公認会計士の業務における注意義務にどのような
影響を与えるのかも検討される必要があろう。

　二　内部統制の有効性評価及び株式価値算定の
　　　準委任契約における注意義務
　１　銀行預金口座の残高確認について
　　　原本確認義務があったか
　本件では、Ｘの従業員及び子会社であるＢ社の
監査役であったＡによる、ゆうちょ銀行の通帳偽
造を、Ｙが当該通帳の原本確認を怠ったためにＡ
の横領を発見できなかったことからＸに損害が生
じたため、その債務不履行責任を問う前提とし
て、本件口座の残高確認方法として原本確認義務
があったかが主要な争点となっている。
　本件契約は、①内部統制の有効性評価と②企業
価値算定を内容とする準委任契約であるため、公
認会計士が監査業務において通常実施すべき手続
を定めた監査基準・実務基準に従う必要はない。
しかし、職業的会計専門家としてなすべき準委任
契約の注意義務を明らかにする際に、監査基準等
によって定着している監査実務上の手続を参考に
することは可能であろう。本判決でも、①内部統
制の有効性評価については、金商法に基づく「財
務報告に係る内部統制の監査」において、通常、
用いられる手法の 1つである「ウォークスルー」
手続を参照したものと考えられ、この手法による
ならば、原則として預貯金の残高情報は監査要点
とはされていない。そのため、本判決ではＹに銀
行残高確認の原本確認義務を認めていない。また、
②の企業価値算定に関しては、直接、監査基準等
には該当しないものの、公認会計士が企業価値算
定業務の際に参照する「企業価値評価ガイドラ
イン」５）が公表されており、これによれば、原則
的には評価対象会社から提供される資料の正確性
を前提とする調査で足りることが示されており、
本判決においても「別段の合意がない限り、評価
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対象会社から入手した資料に信頼性があると仮定
して算定すれば足りる」としてＹの原本確認義務
を否定した。

　２　検討
　本判決は「内部統制の有効性評価」の契約内容
につき監査基準等を参照し、「収集資料の正確性
に具体的な疑義が生じるような状況でない限り」
正確性の検証は不要であるとして、原本確認義務
を認めなかった。もとより、法定監査の場合には、
被監査会社以外の株主等の第三者に対して提供さ
れる財務諸表等の信頼性を確保する公的責務に大
きな意義があるが、本件のような非監査業務を内
容とする当事者間の準委任契約は、本件契約の注
意義務の内容を法定監査と同様に解することはで
きず、あくまで本件契約の目的と内容の合理的解
釈によらなければならない。
　この点、本件契約の締結には、当初、Ｘからの
不正調査の依頼をＹが断っている経緯があるが、
これによりＹが同契約の履行過程で不正の兆候を
確認する必要がなくなった訳ではない。むしろ、
こうした契約の経緯は、IPO や M&A の前準備と
しての単なる企業価値算定の依頼とは異なり、当
該契約に際し依頼先に何等かの不正等の問題があ
ることを疑わせる心証をＹは得ているものと思わ
れる。実際、不正調査の代替案として、①内部統
制の有効性評価と②企業価値算定の契約内容をＹ
が提案した経緯は、争いのない事実として認めら
れている。そうであれば、①と②の契約内容の履
行にあたり、公認会計士が職業的会計専門家とし
て不正の兆候に対して求められる職業的懐疑心を
より発揮して、本件契約の履行にあたり、より注
意深く業務を行う必要性が高い場面であったとい
える。そのような状況下では、求められる注意義
務の内容も、①と②の契約全体からみた真の目的
から合理的に導き出すべきである。そして、①内
部統制の有効性評価についても、少なくとも、会
社の財務状態を示す最も基本的な情報である「預
金の実在性」は、決算・財務報告プロセスの確認
に必要な情報であって、実際、Ｙは、ほとんどの
Ｘ及びＸグループの銀行口座について、直接、銀
行から残高証明確認を得ていることからも、かか
る手続が本件の内部統制の有効性評価の方法とし
て求められていたと評価すべきである。
　さらに、上述した裁判例や監査基準等の改正動

向からみても、当時の監査実務において、銀行預
金残高の確認方法は、特段の事情がない限り、一
般に偽造リスクの高い預貯金通帳の写しの確認で
は足りず、直接銀行に対する確認または通帳の原
本確認であると解されている。また、通帳の原本
確認は、他の証憑類の原本確認等とは異なり、極
めて初歩的かつ必須といってよい（かつ、容易に
実施できる）手続であるとの指摘もある６）。こう
した監査実務の進展を踏まえ、本件契約締結の経
緯を勘案すれば、当時、ゆうちょ銀行が、監査法
人への郵送による残高証明の送付を認めていな
かったからといって、定型的に偽造リスクの高い
預金通帳の写しを確認するのでは足りず、通帳の
原本確認を求めたとしても、それが本件契約にあ
たりＹに課された過度に負担となる確認業務にな
るとはいえず、本件口座残高を原本確認する義務
をＹに認めることは相当であったといえる。
　一般論としては「内部統制の有効性評価」にお
いて原則として原本確認義務は認められていない
としても、本件契約締結の経緯を踏まえ、契約の
真の目的を合理的に解釈すれば、たとえ「具体的
な疑義が生じていなくとも」、職業的懐疑心を発
揮して、銀行預金の確認に不正の見落としがない
ようにと、当時採用されていた監査実務の手続を
踏むことが、本契約における注意義務の内容とし
て、職業的専門家たる公認会計士に求められた事
例であると解すべきである。
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１）大塚和成「判批」判タ 1198 号（2006 年）92～96 頁。
２）秋坂朝則「監査基準の改訂と監査人の注意義務」会計
論叢 14 号（2019 年）3～12 頁。

３）企業会計審議会「監査における不正リスク対応基準」（平
成 25 年 3月 13 日）。

４）兼田克幸「監査人の民事責任を巡る訴訟の状況および
諸課題」吉見宏編著『会計不正事例と監査』（同文館出版、
2018 年）39 頁参照。

５）日本公認会計士協会「経営研究調査会研究報告 32 号　
企業価値評価ガイドライン」（平成 19 年 5月 16 日制定・
平成 25 年 7月 3日改定）。

６）会計限定監査役の任務懈怠の事例ではあるが、かかる
監査役の職務の一環として行うべき残高証明書原本確認
は「公認会計士でなくとも、極めて初歩的かつ必須といっ
てよい（かつ、容易に実施できる）手続」との指摘がある。
弥永真生「会計限定監査役の任務懈怠」ジュリ 1541 号
（2020 年）３頁。


